
■改正の背景

■改正の内容

① 半導体関連産業の支援対象・支援額の拡充
・
・

・

② データセンター事業の支援額の拡充
・

・

③ GX関連産業への支援対象の拡大
・

・

④ 雇用要件の緩和
・

⑤ 地域への立地促進
・

■改正後の事業実績

○
○ このうち、改正の内容の対象となった企業は４件。
（雇用要件の緩和が３件（その他製造業）、
　地域への立地促進が１件（飲料･たばこ･飼料製造業））

「新エネルギー関連製造業」を「新エネルギー・脱炭素燃料関連製造業」
に変更し、対象を拡大

海底直流送電に関連する事業（電線・ケーブル製造業）や電気及び水素運
搬船等の製造に関連する事業を補助対象化

類型Ⅱの雇用要件を５人以上から３人以上に引下げ

重点地域特例（過疎地域であって地域未来投資促進法の適用地域）への立
地に該当する場合、補助率１％を加算

高度物流関連事業の対象施設に、半導体製造に係る「高圧ガス等の保管倉
庫」を追加

類型Ⅰの「一般型」及び「環境配慮型」を「再生可能エネルギー活用型」
に統合し、限度額１５億円に拡充

消費電力の６０％以上を再生可能エネルギーで賄うデータセンターを対象

資料３－４－３

企業立地促進費補助金の改正(R7.4)の概要

　次世代半導体の製造拠点や大型のデータセンターの立地、令和５年６月の北海
道・札幌「GX 金融・資産運用特区」としての指定（令和８年２月に「GX/AI 金
融・資産運用特区」に改称）などの企業立地を取り巻く環境の変化を踏まえ、次期
見直しを待つことなく、企業立地の更なる促進を図るため、本審議会でのご意見を
反映させながら、令和７年４月に条例施行規則の一部を改正。

類型Ⅰの対象業種に「半導体関連産業」を追加し、限度額15億円に拡充
半導体関連の製造に附随して行う「回路・レイアウト設計業務※」を補助
対象化　　※設計業務のみを行っている事業は対象外

改正後、令和７年度に立地計画が申請され、認定を行った企業は６件。


